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研究成果の概要（和文）：国内の大規模保健統計データに時空間的統合解析手法を応用することにより、従来、
個別の大規模保健統計データからは得ることのできなかった非感染性疾患関連要因の長期推移と分布に関する集
団間で一貫性と整合性のとれた保健統計情報を作成し、地理・社会経済的格差の変遷を検討した。1975年からの
2018年までの毎年の都道府県別BMI平均値を性・年齢階級別に推定したところ、43年間でほぼ一貫して沖縄県が
最も高く、四国・九州地方の県のランキングが上昇して北海道と東北地方の県にならび上位となった。また、国
際共同研究により、日本を含む世界の非感染性疾患関連要因の長期推移と分布が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：Consistent and comparable health information across prefectures is necessary
 for monitoring progress in improving population health and reducing geographic health disparities 
in Japan. We applied a spatio-temporal Bayesian hierarchical model to examine long-term trends and 
variations in noncommunicable disease risk factors by prefecture, sex and age group. Prefectural 
mean BMI from 1975 to 2018 was almost consistently highest in Okinawa, and the rankings of 
prefectures in Shikoku and Kyushu increased to be equivalent to Hokkaido and prefectures in Tohoku. 
Global collaborative studies revealed the long-term trends and distribution of non-communicable 
disease risk factors in Japan and other countries.

研究分野：国際保健統計
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　従来、政府による健康調査は実施上の制約から規模が限られており、性別、年齢階級別、都道府県別といった
下位レベルでの健康情報の長期推移を得ることは困難であった。本研究では、世界的に活用されている時空間的
統合解析手法を応用することにより、この問題点を克服し、国民健康・栄養調査等の大規模な保健統計データか
ら非感染性疾患関連要因の長期推移を明らかにした。研究成果は、地域における非感染性疾患予防対策の立案と
評価をはじめとして、国民の健康と栄養の状況に関する継続的な評価とモニタリングに資するための参考資料と
して有用であると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
(1) 国と地域の非感染性疾患予防のための健康政策における大規模保健統計データの有用性 
日本は近年、超高齢化社会に入り、今後非感染性疾患による死亡や障害がより一層増大するこ
とが予想される。政府と地方自治体は、健康づくりの目標を定めた国民健康づくり運動「健康日
本 21（第二次）」を推進しており、日本肥満学会等の関連学会もガイドラインを作成し、臨床や
公衆衛生の場での危険因子管理の向上に努めている。こうした取り組みを通して、国民の健康的
な生活習慣を促し、予防による疾病管理を普及させることにより、医療費や介護費など、疾病が
社会へ及ぼす負担を軽減することが期待される。 
国や地域における非感染性疾患による負担の予防対策を効果的に推進するためには、人口集
団レベルでの肥満や高血圧といった要因に関する科学的根拠に基づき、健康政策を立案、実施、
評価することが重要である。その主要な情報源の一つとして、小児から高齢者までの国民全体を
代表する標本から得られる大規模保健統計データの二次利用が挙げられる。日本は、レセプト情
報・特定健診等情報データベースをはじめとして、国民健康・栄養調査や学校保健統計調査など
の様々な政府統計調査によって非感染性疾患関連要因に関するデータが蓄積されており、これ
らの二次利用による分析が可能な世界有数の国である。この豊富な保健統計情報を適切に活用
すれば、国や地域の健康政策に有用な資料を得ることができる。 
 
(2) 大規模保健統計データによる非感染性疾患関連要因に関する保健統計情報作成上の課題 
しかしながら、個別の大規模保健統計データは、それぞれの目的によって対象者や標本の大き
さ等の調査設計がなされており、単独でのデータ活用範囲には限界がある。特に、都道府県等の
地域や年齢階級といった集団レベルで保健統計情報を作成する場合、この限界による制約が生
じやすい。例えば、国民健康・栄養調査は、対象者は 1歳以上で、特に身長と体重の測定データ
については 1970 年代からの膨大なデータの二次利用が可能であるが、都道府県や年齢階級で層
化した統計解析には標本の大きさが不十分または欠損になる場合がある。数年分のデータをプ
ールする方法も考えられるが、各調査年での層化二段無作為抽出を無視すれば標本誤差を過小
評価する可能性がある。また、学校保健統計調査も 5～17歳の未成年の身長と体重の測定値を収
集しており、標本は毎年 60万件以上と大きいものの、二次利用が可能なのは 2008 年以降の調査
のみであり、それまでのデータは報告書に掲載された基礎的な統計値に限られる。さらに、2008
年から実施されている特定健康診査・特定保健指導に関するデータについては、対象は全国の受
診者全員ではあるが、40～74 歳に限られており、実施率も 50％（2015 年）にとどまっている。
このように、データによって対象集団の年齢や標本の大きさ、協力率、二次利用可能性等にばら
つきがあり、単独のデータから、全体及び下位集団における非感染性疾患関連要因の長期推移や
分布等について、一貫性があり整合性のとれた保健統計情報を得ることは困難である。 
 
(3) 複数の大規模保健統計データの時空間的統合解析による情報の一貫性と整合性の向上 
このような個別の大規模保健統計データの問題点を解決する手段として、複数の大規模保健
統計データを層化して得られた情報を、時間と空間を跨いで補完する統合解析手法が挙げられ
る。世界の非感染性疾患関連要因の推移と分布に関する先行研究では、各国から収集したデータ
において、国によってはデータがない年や、人口・社会経済的要因等による層化で欠損値や不安
定な値をとるセルがあることから、全てのデータを相互に補完し、より一貫性があり整合性のと
れた保健統計情報を作成するための時空間的統合解析手法が開発されている 1）。この手法は、す
でに肥満や高血圧等に応用されており 2，3）、ガーナやパキスタンでは、同様の手法を用いて国内
の地理的・社会経済的格差や社会環境要因に関する分析も行われている 4，5）。一方、日本ではこ
うした試みはまだ不十分であるが、複数の大規模保健統計データにこの時空間的統合解析手法
を応用すれば、国全体や下位集団における非感染性疾患関連要因に関する一貫性があり整合性
のとれた保健統計情報を作成し、健康政策に役立てることが可能であると考えられる。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、国内の複数の大規模保健統計データに時空間的統合解析手法を応用することによ
り、従来、個別の大規模保健統計データからは得ることのできなかった非感染性疾患関連要因の
長期推移と分布に関する集団間で一貫性と整合性のとれた保健統計情報を作成し、地理・社会経
済的格差の変遷を検討することを目的とした（図 1）。特に、研究開始当初は既存の時空間的統
合解析手法を応用するだけではなく、日本国内の特徴として、長期の世代別地域間移動を考慮す
るため解析手法を改良し、若者の都市部への移動と肥満の傾向といった人口移動の側面からの
検討を試みることも視野に入れた。 
 
３．研究の方法 
(1) データ 
 統計法（平成 19年法律第 53号）第 33 条の規定に基づき、厚生労働省と文部科学省より下記
の調査票情報の提供を受けた。 
 昭和 48年～平成 14年国民栄養調査、平成 15年～30年国民健康・栄養調査（厚生労働省発
健 0905 第 1 号、平成 30 年 9 月 5 日；厚生労働省発健 0904 第 5 号、令和元年 9月 4 日；厚
生労働省発健 0805 第 2号、令和 2年 8月 5日） 



 平成 9年、平成 14 年糖尿病実態調査（厚生労働省発健 0906 第 4 号、平成 30 年 9 月 6 日；
厚生労働省発健 0925 第 3 号、令和元年 9月 25 日；厚生労働省発健 0804 第 3 号、令和 2年
8月 4日） 

 昭和 55 年、平成 2 年、平成 12 年循環器疾患基礎調査（厚生労働省発健 0906 第 5 号、平成
30年 9月 6日；厚生労働省発健 0925 第 4号、令和元年 9月 25日；厚生労働省発健 0804 第
1 号、令和 2年 8月 4日） 

 平成 20年～令和元年学校保健統計調査（30受文科生第 432 号、平成 30年 9月 11 日；元受
文科教第 365 号、令和元年 8月 19日；2受文科教第 446 号、令和 2年 8月 12 日） 

 昭和 61年～平成 29年国民生活基礎調査世帯票および健康票（3年ごとの該当年のみ）、第 1
～15 回（平成 28 年）21 世紀出生児縦断調査（平成 13 年出生児）、第 1～8 回（平成 30 年）
21 世紀出生児縦断調査（平成 22 年出生児）、人口動態調査出生票（平成 13年 1・7 月，平成
22年 5月）（厚生労働省発政統 0205 第 1号、令和 2年 2月 5日） 

 レセプト情報・特定健診等情報の集計データ（厚生労働省発保 1002 第 1 号、令和元年 10月
2 日） 
 
(2) 都道府県別にみた成人 BMI 平均値の長期推移 
 都道府県レベルでの BMI の分布は、非感染性疾患対策の立案と評価に有用な疫学情報である。
2012 年と 2016 年の拡大調査を除く従来の国民健康・栄養調査（国民栄養調査）では、サンプル
数が少ない県があるため BMI の都道府県別平均値の年次推移が明らかではなかった。そこで、
1975 年以降の成人 BMI の都道府県別平均値の年次推移を推定した。 
 統計解析のモデルとしては、都道府県別 BMI 平均値の年次推移に関する階層ベイズモデルを
性別に作成した。まず、1975～2002 年の国民栄養調査と 2003～2018 年の国民健康・栄養調査に
協力した 20 歳以上男女から得られた個人データを用いて、調査年・都道府県・性・年齢階級別
に BMI の平均値と標準誤差を算出した。これらの観測された平均値を被説明変数としてモデル
に投入した。そして、各都道府県における地域効果と年齢の交互作用を定数項、時間トレンドを
傾きとする調査年に対する線形式とした。さらに、BMI 平均値の標準誤差を考慮して、全都道府
県で共通の切片と傾きに加えて、各都道府県のランダム効果として隣接する都道府県の値を利
用した空間的な平滑化を行い、より安定したパラメータを推定した。解析ソフトには WinBUGS を
使用し、マルコフ連鎖モンテカルロ法による事後分布に基づく推定を行った。 
 
(3)非感染性疾患要因の分布の推定と国際比較 
非感染性疾患に関連するバイオマーカー（BMI、血圧、血糖、コレステロール）について、調
査年別、性別、年齢階級別に集計し、世界各国の調査研究から得られたデータとプールしたデー
タベースを作成した。階層ベイズモデルによりサンプルサイズや非協力に関連するデータ欠損
等を考慮し、1970 年代以降の分布を年別、国別、性別、年齢階級別に推定した。 
 

  

図 1．研究開始当初の背景と目的 



４．研究成果 
(1) 都道府県別にみた成人 BMI 平均値の長期推移 
図 2 の都道府県地図は、40～59 歳の男性について、1975 年と 2018 年の BMI 平均値の観測値
と推定値を示している。観測値の地図を見ると、1975 年と 2018 年の間で全体的に増加傾向にあ
ることは分かるが、各都道府県を代表する標本ではないため、都道府県間でのばらつきが大きく、
秋田県など欠損値となっている県があった。一方、推定値の地図を見ると、隣接都道府県の時空
間的な平滑化がなされたことにより、全国の分布と変化が分かりやすくなった。 
図 3 の散布図は、性・年齢階級別の BMI 平均値の推定値を 1975 年と 2018 年の間で比較して
いる。男性ではすべての年齢階級で BMI 平均値が全国的に増加したが、一貫して沖縄県で最も高
く、次いで北海道と東北地方の県で高かった。四国地方と九州地方の県では、1975 年には相対
的に低かったが、増加が大きく、2018 年には北海道と東北地方の県と同等の値を示した。女性
では男性のような顕著な増加はみられず、特に 60歳未満の女性では多くの都道府県で BMI 平均
値が減少した。また、1975 年には北海道と東北地方の県、沖縄県で相対的に高かったが、沖縄
県以外は減少し、2018 年には沖縄県が最も高かった。また、男性と同様に、1975 年には四国地
方と九州地方の県で相対的に低かったが、これらの県での減少が小さく、2018 年には北海道や
東北地方の県と同等の値を示した。 
 
（2）非感染性疾患要因の分布の推定と国際比較 
非感染性疾患に関する国際共同研究から、都会と農村における BMI と肥満の長期的変化、BMI
の分布が肥満と低体重の割合の変化に及ぼす影響、1985 年から 2019 年の 200 か国・地域におけ
る未成年の身長と BMI の推移、12 の高所得国における高血圧の診断と治療、管理の長期推移、
脂質異常の世界的分布の変化、アジアと西洋諸国における総コレステロールと HDL コレステロ
ール、Non-HDL コレステロールの推移、1990 年から 2019 年の 204 か国・地域における 87の危険
因子による疾病負担とユニバーサルヘルスカバレッジが明らかになった。日本では、調査設計や
非協力によって安定した推移が得られない集団や調査年について、他の調査や近隣諸国のデー
タとの時空間的統合解析により補強された推移が得られた。これらの研究成果は、ランセットや
ネイチャーなどインパクトの高い国際学術誌に掲載された。 
 

  

図 2．40～59 歳男性の都道府県別 BMI 平均値 



（3）今後の研究の発展に向けた課題 
 研究開始当初の計画では、国内の複数の大規模保健統計調査に時空間的統合解析手法を応用
することとしていたが、海外の協力研究者とともにデータを確認したところ、まず国民栄養調査
と国民健康・栄養調査の性・年齢・都道府県別データ自体の時空間的整合性を確保することが先
決であることが判明した。その結果、国内に焦点を当てた最終的な研究成果として、国民栄養調
査と国民健康・栄養調査から得られた成人の都道府県別 BMI 平均値の長期推移を明らかにした。
研究開始当初の計画すべてを達成することはできなかったものの、都道府県別 BMI 平均値の長
期推移は本研究により初めて明らかにされた重要な公衆衛生・疫学情報であり、今後の地域にお
ける非感染性疾患予防対策の立案と評価に有益であると考えられる。研究期間内に達成できな
かった課題として、複数の大規模保健統計調査の統合、長期の世代別地域間移動を考慮した解析
手法の改良、血圧や血液検査値への応用について、今後の研究で発展的に検討する必要がある。 
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